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1 .はじめに

風力発電の競争力強化のため，発電コストの低減が

求められている.2012年以後の風力発電の維持管理費

は平均値1.6万円/kW(中央値1.1万円/kW)1)と高く，

世界平均の約 2倍となっている 2) また，風車停止時

間(以下，ダウンタイム)は平均値 1139時間(設備

利用可能率 87%に対応)と長い 2) また維持管理費お

よびダウンタイムのばらつきも大きく，コスト低減の

ためには，不確かさの分析が求められる.

欧州では Tavner3)が洋上風力発電所の故障データか
ら，故障復旧費，故樟復|日によるダウンタイムのばら

つきを分析することにより，故障部位，風車タイプ531]

の特徴を明らかにした. 13本では，国立研究開発法人

新エネノレギー・産業技術総合開発機構が，平成 16

より日本全国の風力発電所の 3日以上のダウンタイム

を伴う故障・事故について，故障復旧費，故障復旧に

よるダウンタイム，故障部位等の情報(以下， NEDO 

タ)を収集しているの.しかし，任意アンケート

のため，調査協力基数は全体の約 7割となっており，

データの妥当性の検証が必要である.一方，経済産業

省北梅道産業保安監督部(以下，保安監督部データ)

は北海道の是正力発電所の故障復!日に関するデータを

収集しているの.本データは調査協力基数が 100%に近

く，信頼性が高いが，北海道に娘定されていることや

故障復旧費に関するデータがないという問題がある.

現在，風車の維持管理費は調達価格等算定委員会にお

いて 6000円/kWと低く想定されている 1) 維持管理

コストモデルを構築し，全国の故瞳データベースを用

いて，維持管理費の平均値およびぱらつきを精度高く

評価することが可能である.

本研究では，まず， NEDOデータと保安監督部デー

タを比較することにより， NEDOデータの妥当性およ

び利用可能な時期を明らかにし，故嘩復旧費および故

障復旧によるダウンタイムを評価する.次に，故障復

旧費とダウンタイムの不確かさを考慮、した維持管理

コストモデルを構築し，維持管理費とダウンタイムの
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ぱらつきを評価する.最後に，部品ごとに故障復旧

と故賠復113によるダウンタイムを評価することによ

り，部品ごとの不確かさの分析および復旧費とダウン

タイムの確率分布の特徴を明らかにする.

2.舵DO故障‘事故データベース

2.1 NEDO故障 a事故データベースの検証

NEDOデータは，風車の故障事故の低減と再発防止

ならびに停止利用時間の短縮による利用率向上のた

め，平成 16年度からダウンタイムが 3日間 (72時間)

を超える故障・事故に係わるデータを収集し，公表し

ている 4) 収集項目は，表 1に示すように，発電所情

報，故障情報，停止期間，故障復旧費(平成 20

以降)である.停止時間は 1時間単位での記入方式で

ある一方，故樟復旧費は 8段階からの選択方式となっ

ている.任意報告であるため，調査協力基数は全冨の

設置基数の 7割程度となっている.

l NEDO故障・事故データベースの収集項目

大項目 | 小項目

発電所情報|風車設置場所/地形区分，風車仕様，

稼働開始年丹

故障情報 |故障・事故部位，事象，故障・

発生日，故障・事故発生原因，対応

停止期間 |風車停止期間

故障復旧費 i復113に要した費用 (H20以降)
(50万丹未満， 50"'200万円， 200"'500万円， 500'" 

1000万円， 1000"'2000万円， 2000"'5000万円， 5000 

"'10000万円， 10000万円以上から選択)

本研究では件あたり複数部位の故障をもっ故障

について，故障部位ごとに分解した.故障復旧費およ

びダウンタイムを，各部位単独の故障復旧費および故

障復旧ダウンタイムの平均値を用いて比例配分を行

い，復旧費とダウンタイムの合計値が変わらないよう

にした.各部位の平均値は，標本数を大きくするため，

平成 20"'-'25年度のデータを用いて評価した.また，

空欄・不明の故障については調査対象外とした.

保安監督部データは，風力発電所の運転並びに保守

管理の向上のため，平成 15年度から，北海道におい



て風力発電所の稼働状況とトラブル状洗を収集し，公

表しているの.収集項目は，保守点検停止E数， トラ

ブル停止時数等であり，故障復旧費に関するデータは

ない.本データの調査協力基数は道内設置風車の約

97%である.

平成20年度以降の NEDOデータの精度を検証する

ため，故障率と 3日以上の故障復旧ダウンタイムにつ

いて， NEDOデータと保安監督部データを比較した.

NEDOデータは，平成 23年度以前は，事故の早期把

握のために年度途中にアンケートを実施していたが，

24年度以降は，精度向上のために新年度に前年

度のアンケートを実施しているため，期間を分けて比

較を行った.表 2と表 3に示すように，平成 23年度

以前は， NEDOデータは保安監督部データと大きく異

なるが，平成 24~26 年度のデータは保安監督部デー

タとほぼ一致しており，平成24年度以降の NEDOデ

ータの妥当性が確認された.

表2 NEDOと保安監督部データの年間故障率の比較

保安監督部

NEDO 

表 3 NEDOと保安監替部データの年間故障復旧ダウ

ンタイムの比較

H20~H23 

保安監督部 1485時間/件

NEDO 1 1632時間/件
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2.2故障復旧費および故障復旧ダウンタイムの評舘

妥当性が確認された平成 24~26 年度の NEDO

タを用いて，全国風車の故障率，故障復旧費および故

障復旧によるダウンタイムを評価した.故障復旧費は

各段階における中央値を用いた.ここで，故障率(件/

基/年)は， 1年間， 1基あたりに発生する故障数とし，

年間故障数nの母集団の風車基数Nに対する比率で，

次式により表した.
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故障率，故障復旧費と故障復|日ダウンタイムの平均値

および標準偏差を表4に示す.故障復旧費および故蹄

復113ダウンタイムともに変動係数は2倍以上となって

おり，ばらつきが大きい.

表4NEDOデータから求めた風車の年間故樟率，故障

復!日費，故時復!日ダウンタイム

平均値 i標準偏差
故障率λ

故障復旧費LRC

ダウンタイム九。附

0.51件/基

397万円/件 11097万円/件

708時間/件 11228時間/件

NEDOデータは，故障ごとの故障復旧費LRCと故賭

復旧によるダウンタイム九。附を収集しているため

件あたりの値が評価される.発電コスト等を評備する

際は，次式のように故障率を乗じることにより l基あ

たりの値に変換する.故障復旧費については，さらに，

平均定格出力Pで割り 1kWあたりの値を評価する.

LRC(I円/kW)=LR~円/件)xλ(件/基)/P(kW/基 (2)

乙'OWIl~日寺前基)=九州(持防件)xλ(件/基 (3)

NEDOデータの 1基当たりの平均定格出力は，

1457kW/基である.(2)， (3)式により，表4に示す故障

復旧費は 0.l4万円/kW，ダウンタイムは 361時間/基

と変換される.

図 1には復旧費とダウンタイムの頻度分布を示す.

軽微な故障が多いため，図の左側に大きく偏った分布

となっており，重大故障がばらつきを大きくしている

ことが分かる.
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復旧費(万円/件) ダウンタイム(hr/件)

~1 復旧費とダウンタイムの頻度分布

3.維持管理費の評価

3. 1維持管理コストモデルの構築

均等化発電コスト LCOEは次式により評価されるの.
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ここで，FCRは年経費率， ICC は建設費 AE~el は正

味年開発電量，AOEは維持管理費であり，次式により

表される.
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ここで，LLCは土地賃借代，O&Mは運転維持費，LRC 

は故樟復旧費である.運転維持費O&Mは日常巡視・

定期点検費および保険料・税金等からなる固定費であ

る.一方，復旧費LRCは復!日に必要な費用であり，風

車の信頼性に依存する変動費である.本研究では，土

地賃借代LLCを考慮、しない.

正味年開発電量 AE~el は IEA の定義に従えば，次式
により表される 7)

AE~el コ AEPxAvailabi砂x(1-Loss) (6) 
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ここで Availabi砂は設備利用可能率であり 1

の内，風車が運転状態にある時間の割合を指す.Loss 

は電気的な損失を指す Availabi砂は，ダウンタイム

乙。仰を用いて次式により評価される.

8760-T， 
dναilabi砂 -a

8760 
(7) 

ダウンタイム九州Iは日常巡視・定期点検によるダウ

ンタイムTpe;と故障復旧によるダワンタイム T仰に分

けることができる.本研究では，前者は計画可能であ

るため定数と仮定し，後者は風車の信頼性によるため

変数と仮定した.

九ownごろe;十九p (8) 

3.2パラメータ評価

鴎 1に示した復旧費LRC，故緒復IBによるダウンタ

イム宅叩を， β分布を用いてモデノレ化し，図2に示す.

運転維持費O&Mは，式(5)より，維持管理費AOEの

実績値の平均値(1.6万円/kW)りと NEDOデータの復

旧費LRCの平均値 (0.14万円/kW)を引いて評価した.

同様に，日常巡視・定期点検によるダウンタイムTperは，

式(8)より，ダウンタイム九ownの平均値(1139時間/基)
2)から NEDOデータの故障復|日によるダウンタイム

Trepの平均値 (361時間/基)を引いて求めた.
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図2復旧費と故障復旧ダウンタイムのモデル化

NEDOデータおよび同定したベータ分布モデルから

求めた故障復泊費LRCと同定した O&Mを用いて評

価した維持管理費の 50，75， 90%の値を表5と函 3に

示す.間様に， NEDOデータおよび同定したベータ分

布を用いて評価したダウンタイムの 50，75， 90%の鑑

を表 6示す.年平均風速 6.5m/s，電気的な損失 0%と

仮定して評価した(表 7)発電ロスのばらつきを国 4

に示す*
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表5に示す維持管理費の50%タイル舗P50は風力発電

競争力向上委員会が報告する大規模修繕なしの舘と

75%タイル値P75は大規模修繕ありの催とほぼ一致す

る2) 平均値と P90との差は，維持管理費で0.12万円

/kW，ダウンタイムで544時間/基となる.

NEDOデータから評価した値と比較し，ベータ分布

モデノレにより評価した鑑は，パーセンタイル値が大き

くなるほど，過大評価しており，モデルの精度を向上

させる必要があることが分かる.

表 7発電ロスの評価条件

項目 |記号 |値

年開発電量

電気的な損失

買取価格

2.5 

一一-NEDOデータ

ーーモデル

O 
P50 P75 P90 

図3維持管理費の評価

年平均風速6.5m/sを仮定

。%を仮定

22円/kWh

2.5 

一一-NEDOデータ

K :t三戸ニニン
P50 P75 P90 

図4発電ロスの評価

4.故障部位男Ijの故障復旧費と故障復旧ダウンタイム

維持管理費およびダウンタイムのモデル誤差を分

析するために，故障部位ごとの故障率，故障復旧費お

よび故障復旧ダウンタイムの平均値と標準偏差を評

価し，鴎 5と図 6に示した.

故障復|日費および故障復旧ダウンタイムの特徴か

ら，制御装罷等の中型部品(ピッチ制御装量，電気装

置，制御装置，ヨー装置，油圧装置，センサ類)とプ

レードやドライブトレイン等の大型部品(ハブ，

ベアジング，ギアボックス，プレード，発電機)と

なることが分かる.中型部品は，故睦率は高いが，故

樟復旧費・故障復旧ダウンタイムの平均値は低いのに

対し，大型部品は，故諦率は低いが，故樟復旧費・ダ

ウンタイムの平均値は高い.故障復旧費の標準偏差は

中型部品は小さいが，大型部品は大きい.故障復旧ダ

ウンタイムの標準偏差は中型部品は大きいのに対し

て，大型部品は比較的少ない.
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図8 ダウンタイムの部位別頻度分布

中型部品と大型部品の代表例として，制御装置およ

びプレードの故障復旧費と故障復旧によるダウンタ

イムの頻度分布を国?と図 8に示す.制御装置の頻度

分布は，軽微な故障が多く，大きく図の左側に偏った

分布となる.一方，プレードの頻度分布は，在に偏っ

た分布に加え，著しい損傷による復旧費 3500万円/件

ダウンタイム 4800時間/件を中心とした分布が存在す

る.このように，大型部品は分布が不連続となってい

るため，混合確率分布モデルを用いる必要があること

がわかった.

5. まとめ

本研究で得た結論を以下にまとめる.

1) NEDOデータと保安監督部データの故障率と故障

復旧ダウンタイム比較することにより，平成 24年

度以鋒のNEDOデータの妥当性を示した.

2) 維持管理コストモデ、ルを構築し， NEDOデータを

用いて維持管理費のばらつきを評価した.s分布モ
デルによる評価値は， NEDOデータによる評価値

を過大評価し，モデ、ルの精度を向上させる必要があ

ることが分かつた.

3) 部品ごとに故障復旧費とダウンタイムを評価し，

大型部品は軽微損傷と重大損傷について別々の確

率分布でモデル化する必要があることを示した.

今後部品ごとにモデル化し，大型部品に混合確率分

布を適用することにより，コストモデルの精度向上を

図る予定である.
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